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○ 債権管理回収業分野における個人情報保護に関するガイドライン（案）新旧対照表 ※変更箇所は傍線部 

（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

第１ 目的等（法第１条関係） 

１ 本ガイドラインは，個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。

以下「法」という。），個人情報の保護に関する法律施行令（平成 15 年政令第

507 号。以下「施行令」という。）及び個人情報の保護に関する法律施行規則

（平成 28 年個人情報保護委員会規則第３号。以下「施行規則」という。）を

踏まえ，個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）（平

成 28 年個人情報保護委員会告示第６号。以下「通則ガイドライン」という。）

を基礎として，法第６条及び第９条に基づき，法務省が所管する分野のうち

債権管理回収業分野における個人情報について保護のための格別の措置が

講じられるよう必要な措置を講じ，及び債権回収会社が個人情報の適正な取

扱いの確保に関して行う活動を支援する具体的な指針として定めるもので

ある。 

本ガイドラインにおいて特に定めのない事項については，通則ガイドライ

ン，個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（外国にある第三

者への提供編）（平成 28 年個人情報保護委員会告示第７号），同ガイドライ

ン（第三者提供時の確認・記録義務編）（平成 28 年個人情報保護委員会告示

第８号），同ガイドライン（仮名加工情報・匿名加工情報編）（平成 28 年個人

情報保護委員会告示第９号）及び同ガイドライン（認定個人情報保護団体編）

（令和３年個人情報保護委員会告示第７号）が適用される。 

 

２～３ （略） 

 

４ 認定個人情報保護団体が個人情報保護指針を策定又は改定し，また，事業

者団体等が，事業の実態及び特性を踏まえ，当該事業者団体等の会員企業を

対象とした自主的ルール（事業者団体ガイドライン等）を策定又は改定する

こともあり得るが，その場合は，認定個人情報保護団体の対象事業者や事業

第１ 目的等（法第１条関係） 

１ 本ガイドラインは，個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。

以下「法」という。），個人情報の保護に関する法律施行令（平成 15 年政令

第 507 号。以下「施行令」という。）及び個人情報の保護に関する法律施行

規則（平成 28 年個人情報保護委員会規則第３号。以下「施行規則」という。）

を踏まえ，個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）

（平成 28 年個人情報保護委員会告示第６号。以下「通則ガイドライン」とい

う。）を基礎として，法第６条及び第８条に基づき，法務省が所管する分野の

うち債権管理回収業分野における個人情報について保護のための格別の措置

が講じられるよう必要な措置を講じ，及び債権回収会社が個人情報の適正な

取扱いの確保に関して行う活動を支援する具体的な指針として定めるもので

ある。 

本ガイドラインにおいて特に定めのない事項については，通則ガイドライ

ン，個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（外国にある第三

者への提供編）（平成 28 年個人情報保護委員会告示第７号），同ガイドライ

ン（第三者提供時の確認・記録義務編）（平成 28 年個人情報保護委員会告示

第８号）及び同ガイドライン（匿名加工情報編）（平成 28 年個人情報保護委

員会告示第９号）が適用される。 

 

 

２～３ （略） 

 

４ 認定個人情報保護団体が個人情報保護指針を策定又は改定し，また，事業

者団体等が，事業の実態及び特性を踏まえ，当該事業者団体等の会員企業を

対象とした自主的ルール（事業者団体ガイドライン等）を策定又は改定する

こともあり得るが，その場合は，認定個人情報保護団体の対象事業者や事業

資 料 ３ － ５ 
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

者団体等の会員企業は，個人情報の取扱いに当たり，個人情報の保護に関す

る法令，通則ガイドライン及び本ガイドライン等に加えて，当該指針又はル

ールに沿った対応を行う必要がある。 

 

 

 

 

５ 債権回収会社は，個人情報の漏えい，滅失又は毀損並びに不適正利用等を

防止等するため，個人情報の保護に関する法令，通則ガイドライン及び本ガ

イドラインのほか，関係法令等に従い，個人情報の適正な管理体制を整備す

る必要がある。 

 

者団体等の会員企業は，個人情報の取扱いに当たり，個人情報の保護に関す

る法令，通則ガイドライン及び本ガイドライン等に加えて，当該指針又はル

ールに沿った対応を行う必要がある。特に，認定個人情報保護団体において

は，法改正により，認定個人情報保護団体が対象事業者に対し個人情報保護

指針を遵守させるために必要な措置をとらなければならないこととされたこ

とを踏まえることも重要である。 

 

５ 債権回収会社は，個人情報の漏えい，不正流出等を防止等するため，個人

情報の保護に関する法令，通則ガイドライン及び本ガイドラインのほか，関

係法令等に従い，個人情報の適正な管理体制を整備する必要がある。 

 

 

第２ 用語の定義（法第２条関係） 

１～４ （略） 

 

５ 本人の同意 

以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

債権回収会社は，法第 18 条，第 27 条，第 28 条及び第 31 条第１項第１号（債

権回収会社が個人関連情報取扱事業者から法第 31 条第１項の規定による個人

関連情報の提供を受けて個人データとして取得する場合に限る。）に規定する

本人の同意を得る場合には，原則として，書面によることとする。 

この際，債権者から委託を受けた者又は債権者としての立場を不当に利用し

て，同意を強いることのないようにすることとする。 

同意を確認する書面においては，個人情報の取扱いに関する項目と，他の項

目とを明確に区別し，包括的な同意とならないようにすることとする。 

 

６ （略） 

第２ 用語の定義（法第２条関係） 

１～４（略） 

 

５ 本人の同意 

以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

債権回収会社は，法第 16 条，第 23 条及び第 24 条に規定する本人の同意を得

る場合には，原則として，書面によることとする。 

 

 

この際，債権者から委託を受けた者又は債権者としての立場を不当に利用し

て，同意を強いることのないようにすることとする。 

同意を確認する書面においては，個人情報の取扱いに関する項目と，他の項

目とを明確に区別し，包括的な同意とならないようにすることとする。 

 

６ （略） 
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

第３ 個人情報の利用目的等に関する義務 

以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ 利用目的の特定（法第 17 条第１項関係） 

債権回収会社は，法第 17 条に規定する利用目的の特定に当たっては，

本人が自己の個人情報がどのような事業の用に供され，どのような目的で

利用されるのかを合理的に予測し得る程度の具体性をもって特定しなけ

ればならない。 

 具体的には，債権回収会社が本業での利用を利用目的とする場合には，

少なくとも「サービサー法第 12 条（ただし書を除く。）に規定する業務（特

定金銭債権の管理及び回収）」という程度には特定しなければならず，兼業

での利用を利用目的とする場合には，少なくとも兼業承認申請書の「事業

の種類」欄の記載（原則として日本標準産業分類表細分類により記載する

こととされている。債権管理回収業に関する特別措置法施行規則（平成 11

年法務省令第４号）別紙様式第 11 号参照）程度には特定しなければなら

ない。さらに，可能であれば，個人情報の取扱いの具体的態様が本人に明

らかになるような特定をすることとする。 

 

２ 利用目的の変更（法第 17 条第２項・法第 21 条第３項関係） 

法第 17 条第２項に規定する「変更前の利用目的と関連性を有すると合

理的に認められる範囲」を超える変更となるのは，例えば，次のような場

合である。 

⑴及び⑵ （略） 

 

３ 利用目的による制限（法第 18 条関係） 

⑴  法第 18 条第１項に規定する「利用目的の達成に必要な範囲を超え

て」とは，利用目的を実現するために必要とはいえない場合をいい，

例えば，次のような場合である。 

第３ 個人情報の利用目的に関する義務 

  以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ 利用目的の特定（法第 15 条第１項関係） 

   債権回収会社は，法第 15 条に規定する利用目的の特定に当たっては，本

人が自己の個人情報の利用結果を合理的に予測し得る程度の具体性をもっ

て特定しなければならない。 

 

   具体的には，債権回収会社が本業での利用を利用目的とする場合には，

少なくとも「サービサー法第 12 条（ただし書を除く。）に規定する業務（特

定金銭債権の管理及び回収）」という程度には特定しなければならず，兼業

での利用を利用目的とする場合には，少なくとも兼業承認申請書の「事業

の種類」欄の記載（原則として日本標準産業分類表細分類により記載する

こととされている。債権管理回収業に関する特別措置法施行規則（平成 11

年法務省令第４号）別紙様式第 11 号参照）程度には特定しなければならな

い。さらに，可能であれば，個人情報の取扱いの具体的態様が本人に明ら

かになるような特定をすることとする。 

 

２ 利用目的の変更（法第 15 条第２項・法第 18 条第３項関係） 

法第 15 条第２項に規定する「変更前の利用目的と関連性を有すると合理

的に認められる範囲」を超える変更となるのは，例えば，次のような場合

である。 

⑴及び⑵ （略） 

 

３ 利用目的による制限（法第 16 条関係） 

⑴ 法第 16 条第１項に規定する「利用目的の達成に必要な範囲を超えて」

とは，利用目的を実現するために必要とはいえない場合をいい，例えば，

次のような場合である。 



4 
 

（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

ア及びイ （略） 

 

⑵ 法第 18 条第３項第１号（法令に基づく場合）に規定する場合の例と

しては，通則ガイドライン３－１－５「利用目的による制限の例外」に

掲げている場合以外に，次に掲げる場合が考えられる。 

（例） 

・ 住民基本台帳法第 12 条の３に基づき，債務者の本人確認のため

に住民票の写しを交付請求する際，市町村役場の職員の求めに応じ

て，不当な目的で請求するものではないことを証明するため，当該

債務者の個人情報を提出する場合 

・ 民事訴訟法第 223 条に基づく裁判所による文書提出命令に対して

文書を提出する場合 

・ 民事訴訟法第 186 条に基づく調査の嘱託又は同法第 226 条に基づ

く文書の送付の嘱託に応ずる場合 

なお，法令に，目的外利用の便益を得る相手方についての根拠のみあ

って，目的外利用をする義務までは課されていない場合には，債権回収

会社は，当該法令の趣旨に照らして目的外利用の必要性と合理性が認め

られる範囲内で対応するものとする。 

 

４ 不適正利用の禁止（法第 19 条関係） 

   法第 19 条に規定する場合の例としては，通則ガイドライン３－２「不

適正利用の禁止」に掲げている場合以外に，次に掲げる場合が考えられる。 

（例） 

 ・ 債務者等の所在等を調査するため，債権回収目的で収集した個人情報を

違法な行為を営むことが予見される探偵業者に提供する場合 

・ 債権回収を第三者に委託し，又は債権を第三者に譲渡するに当たり，当

該第三者が違法・不当な回収行為を行うことが予見されるにもかかわら

ア及びイ （略） 

 

⑵ 法第 16 条第３項第１号（法令に基づく場合）に規定する場合の例とし

ては，通則ガイドライン３－１－５「利用目的による制限の例外」に掲

げている場合以外に，次に掲げる場合が考えられる。 

（例） 

・ 債務者の本人確認のために住民票の写しを交付請求する際，市町

村役場の職員の求めに応じて，不当な目的で請求するものではない

ことを証明するため，当該債務者の個人情報を提出する場合 

 

・ 民事訴訟法第 223 条に基づく裁判所による文書提出命令に対して

文書を提出する場合 

・ 民事訴訟法第 186 条に基づく調査の嘱託又は同法第 226 条に基づ

く文書の送付の嘱託に応ずる場合 

なお，法令に，目的外利用の便益を得る相手方についての根拠のみあ

って，目的外利用をする義務までは課されていない場合には，債権回収

会社は，当該法令の趣旨に照らして目的外利用の必要性と合理性が認め

られる範囲内で対応するものとする。 

 

（新設） 
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

ず，当該債権に係る個人情報を当該第三者に提供する場合 

 

第４ 機微（センシティブ）情報 

１ 債権回収会社は，法第２条第３項に規定する要配慮個人情報並びに労働

組合への加盟，門地，本籍地，保健医療及び性生活（これらのうち要配慮個

人情報に該当するものを除く。）に関する情報（本人，国の機関，地方公共

団体，学術研究機関等，法第 57 条第１項各号に掲げる者若しくは施行規則

第６条各号に掲げる者により公開されているもの，又は，本人を目視し，若

しくは撮影することにより取得するその外形上明らかなものを除く。以下

「機微（センシティブ）情報」という。）については，次に掲げる場合を除

くほか，取得，利用又は第三者提供を行わないこととする。 

⑴ 法令等に基づく場合 

⑵ 人の生命，身体又は財産の保護のために必要がある場合 

⑶ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のため特に必要がある

場合         

⑷ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定

める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合 

⑸ 法第 20 条第２項第６号に掲げる場合に機微（センシティブ）情報を

取得する場合，法第 18 条第３項第６号に掲げる場合に機微（センシテ

ィブ）情報を利用する場合，又は法第 27 条第１項第７号に掲げる場合

に機微（センシティブ）情報を第三者提供する場合 

⑹ 相続手続による権利義務の移転等の遂行に必要な限りにおいて，機微

（センシティブ）情報を取得，利用又は第三者提供する場合 

⑺ 戸籍謄本その他の本人を特定することができる書類につき本人特定

のために必要な場合 

⑻ 債権の内容の特定に必要な限りにおいて，機微（センシティブ）情報

を取得，利用又は第三者提供する場合 

第４ 機微（センシティブ）情報 

１ 債権回収会社は，法第２条第３項に規定する要配慮個人情報並びに労働組

合への加盟，門地，本籍地，保健医療及び性生活（これらのうち要配慮個人

情報に該当するものを除く。）に関する情報（本人，国の機関，地方公共団

体，法第 76 条第１項各号若しくは施行規則第６条各号に掲げる者により公

開されているもの，又は，本人を目視し，若しくは撮影することにより取得

するその外形上明らかなものを除く。以下「機微（センシティブ）情報」と

いう。）については，次に掲げる場合を除くほか，取得，利用又は第三者提供

を行わないこととする。 

⑴ 法令等に基づく場合 

⑵ 人の生命，身体又は財産の保護のために必要がある場合 

⑶ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のため特に必要がある場 

 合 

⑷ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定め

る事務を遂行することに対して協力する必要がある場合 

（新設） 

 

 

 

⑸ 相続手続による権利義務の移転等の遂行に必要な限りにおいて，機微

（センシティブ）情報を取得，利用又は第三者提供する場合 

⑹ 戸籍謄本その他の本人を特定することができる書類につき本人特定の

ために必要な場合 

⑺ 債権の内容の特定に必要な限りにおいて，機微（センシティブ）情報

を取得，利用又は第三者提供する場合 
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

⑼ 本業及び兼業その他債権管理回収業分野の事業の適切な業務運営を

確保する必要から，本人の同意に基づき業務遂行上必要な範囲で機微

（センシティブ）情報を取得，利用又は第三者提供する場合 

⑽ 機微（センシティブ）情報に該当する生体認証情報を本人の同意に基

づき，本人確認に用いる場合 

 

２ （略） 

 

３ 債権回収会社は，機微（センシティブ）情報を，１に掲げる場合に取得，

利用又は第三者提供する場合には，例えば，要配慮個人情報を取得するに当

たっては，法第 20 条第２項に従い，あらかじめ本人の同意を得なければな

らないとされていることなど，個人情報の保護に関する法令等に従い適切

に対応しなければならないことに留意する。 

 

４ 債権回収会社は，機微（センシティブ）情報を第三者へ提供するに当たっ

ては，法第 27 条第２項本文（オプトアウト）の規定を適用しないこととす

る。なお，機微（センシティブ）情報のうち要配慮個人情報又は法第 20 条

第１項の規定に違反して取得されたもの若しくは他の個人情報取扱事業者

から法第 27 条第２項本文の規定により提供されたものについては，同項た

だし書きにおいて，オプトアウトを用いることができないとされているこ

とに留意する。 

 

⑻ 本業及び兼業その他債権管理回収業分野の事業の適切な業務運営を確

保する必要から，本人の同意に基づき業務遂行上必要な範囲で機微（セ

ンシティブ）情報を取得，利用又は第三者提供する場合 

⑼ 機微（センシティブ）情報に該当する生体認証情報を本人の同意に基

づき，本人確認に用いる場合 

 

２ （略） 

 

３ 債権回収会社は，機微（センシティブ）情報を，１に掲げる場合に取得，

利用又は第三者提供する場合には，例えば，要配慮個人情報を取得するに当

たっては，法第 17 条第２項に従い，あらかじめ本人の同意を得なければな

らないとされていることなど，個人情報の保護に関する法令等に従い適切に

対応しなければならないことに留意する。 

 

４ 債権回収会社は，機微（センシティブ）情報を第三者へ提供するに当たっ

ては，法第 23 条第２項（オプトアウト）の規定を適用しないこととする。

なお，機微（センシティブ）情報のうち要配慮個人情報については，同項に

おいて，オプトアウトを用いることができないとされていることに留意す

る。 

 

 

 

第５ 個人情報の取得に関する義務（法第 21 条関係） 

以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ 債権回収会社が行う法第 21 条第１項に規定する通知においては，取り扱

う個人情報の具体的内容を明らかにする必要はないが，できる限り取り扱

う個人情報の項目を明らかにすることとし，項目ごとに利用目的が異なる

第５ 個人情報の取得に関する義務（法第 18 条関係） 

以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ 債権回収会社が行う法第 18 条第１項に規定する通知においては，取り扱

う個人情報の具体的内容を明らかにする必要はないが，できる限り取り扱

う個人情報の項目を明らかにすることとし，項目ごとに利用目的が異なる
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

場合には，それが明らかになるようにすることとし，例えば，次に掲げる例

が考えられる。 

  （例） 

・ Ａ，Ｂ，Ｃという項目の個人情報を取り扱っており，Ａについては

本業及び兼業ａを利用目的とし，Ｂについては本業のみを利用目的と

し，Ｃについては兼業ａ及び兼業ｂを利用目的とする場合において，

漫然と「個人情報Ａ，Ｂ，Ｃは本業並びに兼業ａ及びｂを利用目的と

する。」というような包括的な通知をすべきではなく，その利用目的と

個人情報の項目の対応関係を明らかにして通知する。 

また，同項に規定する公表においては，本人ごとに公表すること及び取

り扱う個人情報の具体的内容を明らかにすることは必要ではないが，でき

る限り取り扱う個人情報の項目を明らかにすることとし，項目ごとに利用

目的が異なる場合には，それが明らかになるようにすることとする。 

 

２ 債権回収会社は，法第 21 条第２項に従い，本人に対し，その利用目的を

明示する場合には，当該利用目的を書面に記載し，その書面と同一の書面を

もって，当該目的に利用することについての本人の同意を取得することと

する。 

 

３ 法第 21 条第４項の場合の例としては，通則ガイドライン３－３－５「利

用目的の通知等をしなくてよい場合」に掲げている場合以外に，次に掲げる

場合が考えられる。 

⑴ （略） 

⑵ 利用目的を本人に通知し，又は公表することにより債権回収会社の権

利又は正当な利益を害するおそれがある場合 

（例） 

・ 利用目的を知られることにより，企業秘密に関わる事項が明らか

場合には，それが明らかになるようにすることとし，例えば，次に掲げる例

が考えられる。 

  （例） 

・ Ａ，Ｂ，Ｃという項目の個人情報を取り扱っており，Ａについては本

業及び兼業ａを利用目的とし，Ｂについては本業のみを利用目的とし，

Ｃについては兼業ａ及び兼業ｂを利用目的とする場合において，漫然

と「個人情報Ａ，Ｂ，Ｃは本業並びに兼業ａ及びｂを利用目的とする。」

というような包括的な通知をすべきではなく，その利用目的と個人情

報の項目の対応関係を明らかにして通知する。 

また，同項に規定する公表においては，本人ごとに個別に公表すること

及び取り扱う個人情報の具体的内容を明らかにすることは必要ではない

が，できる限り取り扱う個人情報の項目を明らかにすることとし，項目ご

とに利用目的が異なる場合には，それが明らかになるようにすることとす

る。 

２ 債権回収会社は，法第 18 条第２項に従い，本人に対し，その利用目的を

明示する場合には，当該利用目的を書面に記載し，その書面と同一の書面を

もって，当該目的に利用することについての本人の同意を取得することとす

る。 

 

３ 法第 18 条第４項の場合の例としては，通則ガイドライン３－２－５「利

用目的の通知等をしなくてよい場合」に掲げている場合以外に，次に掲げる

場合が考えられる。 

⑴ （略） 

⑵ 利用目的を本人に通知し，又は公表することにより債権回収会社の権

利又は正当な利益を害するおそれがある場合 

（例） 

・ 利用目的を知られることにより，企業秘密にかかわる事項が明ら
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

になり，企業の健全な競争を害する場合 

⑶ （略） 

 

かになり，企業の健全な競争を害する場合 

⑶ （略） 

 

第６ 個人データの管理に関する義務 

以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ データ内容の正確性の確保（法第 22 条関係） 

⑴～⑷ （略） 

 

２ 安全管理措置（法第 23 条関係） 

法第 23 条に規定する安全管理措置として，債権回収会社が具体的に講

じなければならない措置や当該項目を実践するための手法の例等につい

ては，通則ガイドライン 10「（別添）講ずべき安全管理措置の内容」に掲

げるもののほか，特に，事業者の内部又は外部からの不正行為による個人

データの漏えい等を防止するための手法として，例えば次のような措置を

講ずることとする。 

 

⑴～⑹ （略） 

 

なお，通則ガイドライン 10「（別添）講ずべき安全管理措置の内容」に

掲げる「中小規模事業者」に該当する債権回収会社についても，取り扱う

個人情報の性質はその他の個人情報取扱事業者と同じであることから，法

の基本理念（法第３条）を踏まえ，その他の個人情報取扱事業者が講ずべ

き安全管理措置の内容に準じた措置を講ずることとする。 

 

３ 委託先の監督（法第 25 条関係） 

⑴ 債権回収会社は，委託先の選定に当たっては，委託先の安全管理措置が，

少なくとも法第23条で求められるものと同等であることを確認するため，

第６ 個人データの管理に関する義務 

以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ データ内容の正確性の確保（法第 19 条関係） 

⑴～⑷ （略） 

 

２ 安全管理措置（法第 20 条関係） 

法第 20 条に規定する安全管理措置として，債権回収会社が具体的に講じ

なければならない措置や当該項目を実践するための手法の例等について

は，通則ガイドライン８「（別添）講ずべき安全管理措置の内容」に掲げる

もののほか，特に，事業者の内部又は外部からの不正行為による個人デー

タの漏えい等を防止するための手法として，例えば次のような措置を講ず

ることとする。 

 

⑴～⑹ （略） 

 

   なお，通則ガイドライン８「（別添）講ずべき安全管理措置の内容」に掲

げる「中小規模事業者」に該当する債権回収会社についても，取り扱う個

人情報の性質はその他の個人情報取扱事業者と同じであることから，法の

基本理念（法第３条）を踏まえ，その他の個人情報取扱事業者が講ずべき

安全管理措置の内容に準じた措置を講ずることとする。 

 

３ 委託先の監督（法第 22 条関係） 

⑴ 債権回収会社は，委託先の選定に当たっては，委託先の安全管理措置が，

少なくとも法第 20 条で求められるものと同等であることを確認するため，
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

通則ガイドライン及び第６．２で例示した安全管理措置の項目等が，委託

する業務内容に応じて，確実に実施されることについて，委託先の体制，

規程等の確認に加え，必要に応じて個人データを取り扱う場所に赴く又は

これに代わる合理的な方法による確認を行った上で，個人情報保護管理者

等が，適切に評価することとする。 

 

⑵ 「委託」とは，契約の形態・種類を問わず，債権回収会社が他の者に個

人データの取扱いの全部又は一部を行わせることをいう。 

 

⑶ 「必要かつ適切な監督」として，次のような措置を講ずることとする。 

ア 委託契約に盛り込む事項 

委託先との契約には，具体的な安全確保措置等に関する事項とし

て，例えば，次の事項を明記する。 

・ 委託先の秘密の保持に関する事項 

・ 委託者及び受託者の責任の明確化に関する事項 

・ 再委託に関する事項（再委託の禁止又は再委託する場合の個人デ

ータ保護の水準の条件等） 

・ 個人データの取扱いの制限に関する事項（委託契約範囲外の取扱

いの禁止等） 

・ 個人データの取扱いに係る安全管理措置に関する事項 

・ 個人データの管理状況の報告及び監査に関する事項 

・ 個人データの漏えい等発生時の対処に関する事項 

・ 委託終了時における個人データの返還・消去に関する事項 

・ 契約に違反した場合における契約解除の措置その他必要事項（「そ

の他必要事項」としては，善良なる管理者の注意義務及び漏えい等

事案発生時における被害に対する損害賠償責任などがある。） 

イ （略） 

通則ガイドライン及び第６．２で例示した安全管理措置の項目等が，委託

する業務内容に応じて，確実に実施されることについて，委託先の体制，

規程等の確認に加え，必要に応じて個人データを取り扱う場所に赴く又は

これに代わる合理的な方法による確認を行った上で，個人情報保護管理者

等が，適切に評価することとする。 

 

⑵ 「委託」とは，契約の形態・種類を問わず，債権回収会社が他の者に個人

データの取扱いの全部又は一部を行うよう依頼する契約をいう。 

 

⑶ 「必要かつ適切な監督」として，次のような措置を講ずることとする。 

ア 委託契約に盛り込む事項 

委託先との契約には，具体的な安全確保措置等に関する事項として，

例えば，次の事項を明記する。 

・ 委託先の秘密の保持に関する事項 

・ 委託者及び受託者の責任の明確化に関する事項 

・ 再委託に関する事項（再委託の禁止又は再委託する場合の個人デ

ータ保護の水準の条件等） 

・ 個人データの取扱いの制限に関する事項（委託契約範囲外の取扱

いの禁止等）に関する事項 

・ 個人データの取扱いに係る安全管理措置に関する事項 

・ 個人データの管理状況の報告及び監査に関する事項 

・ 個人データの漏えい等発生時の対処に関する事項 

・ 委託終了時における個人データの返還・消去に関する事項 

・ 契約に違反した場合における契約解除の措置その他必要事項（「そ

の他必要事項」としては，善良なる管理者の注意義務及び漏えい等

事案発生時における被害に対する損害賠償責任などがある。） 

イ （略） 
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

 

⑷ 委託先が再委託を行おうとする場合は，委託元は委託を行う場合と同

様，再委託の相手方，再委託する業務内容及び再委託先の個人データの取

扱方法等について，委託先に事前報告又は承認手続を求める，直接又は委

託先を通じて定期的に監査を実施するなどにより，委託先が再委託先に対

して本条の委託先の監督を適切に果たすこと，再委託先が法第 23 条に基

づく安全管理措置を講ずることを十分に確認することとする。再委託先が

再々委託を行う場合以降も，再委託を行う場合と同様とする。 

 

 

⑷ 委託先が再委託を行おうとする場合は，委託元は委託を行う場合と同

様，再委託の相手方，再委託する業務内容及び再委託先の個人データの取

扱方法等について，委託先に事前報告又は承認手続を求める，直接又は委

託先を通じて定期的に監査を実施するなどにより，委託先が再委託先に対

して本条の委託先の監督を適切に果たすこと，再委託先が法第 20 条に基

づく安全管理措置を講ずることを十分に確認することとする。再委託先が

再々委託を行う場合以降も，再委託を行う場合と同様とする。 

第７ 個人データの漏えい等の報告等の義務（法第 26 条関係） 

  以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ 漏えい等事案が発覚した場合の措置 

債権回収会社は，漏えい等事案が発覚した場合は，漏えいした個人データの

回収等の二次被害防止策を速やかに実施する等，通則ガイドライン３－５－２

（漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置）に従った措置を講じなければ

ならない。 

 

２ 事業所管大臣への報告 

債権回収会社は，施行規則第７条各号に定める事態を知ったときは，通則ガ

イドライン３－５－３（個人情報保護委員会への報告）に従って，個人情報保

護委員会（法第 147 条の規定により法務大臣が報告を受理する権限の委任を受

けている場合には，法務大臣）に報告しなければならない。 

 

（新設） 

第８ 個人データの第三者提供に関する義務（法第 27 条関係） 

以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ 第三者提供の制限に関する原則 

債権回収会社は，法第 27 条第１項に従い，第三者提供についての本人

第７ 個人データの第三者提供に関する義務（法第 23 条関係） 

以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ 第三者提供の制限に関する原則 

債権回収会社は，法第 23 条に従い，第三者提供についての本人の同意を
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

の同意を得る際には，原則として，次の事項を本人に対してあらかじめ書

面で示した上で同意を得ることとする。 

⑴～⑶ （略） 

 

２ 第三者提供の制限に関する例外 

   債権譲渡に付随して譲渡人から譲受人に対して当該債権の管理に必要

な範囲において債務者及び保証人等に関する個人データが提供される場

合には，法第 27 条第１項により求められる第三者提供に関する本人の同

意が推定されるものとして，また，債権の譲渡に関連して行われるデュー

デリジェンスや譲受人の選定等，当然必要な準備行為についても，債権の

管理に必要な範囲に含まれることから同意の推定が及ぶものとして取り

扱って差し支えない。なお，本人たる債務者又は保証人等が債権譲渡に伴

う個人データの第三者提供について明示的に拒否する意思を示し，これに

より，当該債権の管理に支障を来し，債権の譲渡人又は譲受人の財産等の

保護のために必要な場合は，法第 27 条第１項第２号に該当する。 

 

３ オプトアウト（法第 27 条第２項関係） 

債権回収会社は，本業において，法第 27 条第２項に基づく個人データ

の第三者への提供（オプトアウト）は，用いないこととする。 

また，債権回収会社は，兼業において，新たにオプトアウトを用いる場

合は，サービサー法第 12 条により本業についての専業義務が課されてい

ることを踏まえ，兼業承認を受けた範囲を超えて業務を行わないことと

し，必要に応じて兼業承認を受けることとする。 

なお，個人の支払能力に関する情報を個人信用情報機関へ提供するに当

たっては，オプトアウトを用いないこととし，１に従い本人の同意を得る

こととする。 

 

得る際には，原則として，次の事項を本人に対してあらかじめ書面で示し

た上で同意を得ることとする。 

⑴～⑶ （略） 

 

２ 第三者提供の制限に関する例外 

   債権譲渡に付随して譲渡人から譲受人に対して当該債権の管理に必要な

範囲において債務者及び保証人等に関する個人データが提供される場合に

は，法第 23 条により求められる第三者提供に関する本人の同意が推定され

るものとして，また，債権の譲渡に関連して行われるデューデリジェンス

や譲受人の選定等，当然必要な準備行為についても，債権の管理に必要な

範囲に含まれることから同意の推定が及ぶものとして取り扱って差し支え

ない。なお，本人たる債務者又は保証人等が債権譲渡に伴う個人データの

第三者提供について明示的に拒否する意思を示し，これにより，当該債権

の管理に支障を来し，債権の譲渡人又は譲受人の財産等の保護のために必

要な場合には，法第 23 条第１項第２号に該当する。 

 

３ オプトアウト（法第 23 条第２項関係） 

債権回収会社は，本業において，法第 23 条第２項に基づく個人データの

第三者への提供（オプトアウト）は，用いないこととする。 

また，債権回収会社は，兼業において，新たにオプトアウトを用いる場

合は，サービサー法第 12 条により本業についての専業義務が課されている

ことを踏まえ，兼業承認を受けた範囲を超えて業務を行わないこととし，

必要に応じて兼業承認を受けることとする。 

なお，個人の支払能力に関する情報を個人信用情報機関へ提供するに当

たっては，オプトアウトを用いないこととし，１に従い本人の同意を得る

こととする。 
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４ 第三者に該当しないもの 

債権回収会社は，法第 27 条第５項第３号に規定する事項については，次

のとおりとする。 

⑴ （略） 

⑵ 「当該個人データの管理について責任を有する者」（以下「管理責任者」

という。）とは，当該個人データに係る苦情処理の責任を負い，個人データ

の内容等について，共同で利用する者の中で第一次的に開示，訂正等又は

利用停止等を行う権限を付与されている者であり，複数であっても差し支

えない。 

なお，同号は，同号に定める管理責任者以外の共同して利用する者にお

ける安全管理責任等を免除する趣旨ではないことに留意する。 

 

５ 個人信用情報機関に対する提供 

債権回収会社が，個人信用情報機関（個人の返済能力又は支払能力に関

する情報の収集及び会員に対する当該情報の提供を業とする者をいう。以

下同じ。）に対し個人データを提供する場合には，当該提供が法第 27 条第

５項第３号の規定に該当する場合であっても，あらかじめ本人の同意を得

ることとする（ただし，債権回収会社が債権の譲受け又は委託を受ける以

前に債権者において，当該個人信用情報機関への個人データの提供につい

て本人の同意を得ている場合は，この限りでない。）。この場合及び同条第

１項の規定により同意を得るに当たっては，１の規定に基づいて同意を得

ることとするが，１⑴から⑶までの事項に加えて，個人データが個人信用

情報機関及び当該個人信用情報機関と提携する個人信用情報機関並びに

これらの会員企業にも提供される旨を示すこととする。また，できる限り，

個人信用情報機関の加入資格に関する規約，個人信用情報機関及び当該個

人信用情報機関と提携する個人信用情報機関に加入する会員企業のリス

トについては，本人が容易に知り得る状態に置くこととする。 

 

４ 第三者に該当しないもの 

債権回収会社は，法第 23 条第５項第３号に規定する事項については，次

のとおりとする。 

⑴ （略） 

⑵ 「当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称」（以

下「管理責任者」という。）とは，当該個人データに係る苦情処理の責任

を負い，個人データの内容等について，共同で利用する者の中で第一次

的に開示，訂正等又は利用停止等を行う権限を付与されている者であり，

複数であっても差し支えない。 

なお，同号は，同号に定める管理責任者以外の共同して利用する者に

おける安全管理責任等を免除する趣旨ではないことに留意する。 

 

５ 個人信用情報機関に対する提供 

債権回収会社が，個人信用情報機関（個人の返済能力又は支払能力に関

する情報の収集及び会員に対する当該情報の提供を業とする者をいう。以

下同じ。）に対し個人データを提供する場合には，当該提供が法第 23 条第

５項第３号の規定に該当する場合であっても，あらかじめ本人の同意を得

ることとする（ただし，債権回収会社が債権の譲受け又は委託を受ける以

前に債権者において，当該個人信用情報機関への個人データの提供につい

て本人の同意を得ている場合は，この限りでない。）。この場合及び同条第

１項の規定により同意を得るに当たっては，１の規定に基づいて同意を得

ることとするが，１⑴から⑶までの事項に加えて，個人データが個人信用

情報機関及び当該個人信用情報機関と提携する個人信用情報機関並びにこ

れらの会員企業にも提供される旨を示すこととする。また，できる限り，

個人信用情報機関の加入資格に関する規約，個人信用情報機関及び当該個

人信用情報機関と提携する個人信用情報機関に加入する会員企業のリスト

については，本人が容易に知り得る状態に置くこととする。 
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

第９ 保有個人データの開示等に関する義務 

  以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ 保有個人データに関する事項の公表等（法第 32 条関係） 

債権回収会社が，法第 32 条に従い，保有個人データに関する事項を本

人の知り得る状態に置く際には，例えば，インターネットのホームページ

への掲載，パンフレットの配布，本店を始めとする営業所窓口への備付け

等を継続的に行うことが考えられる。 

 

２ 保有個人データの開示（法第 33 条関係） 

⑴ 保有個人データを開示するに当たっては，その具体的な開示方法に応じ

て，漏えい等の防止の観点を踏まえた上で，適切な措置を講じなければな

らない。例えば，電磁的記録の提供による方法によって保有個人データを

開示する場合には，当該電磁的記録にパスワードを付す等の措置を講じる

ことが考えられる。 

 

⑵ 法第 33 条第２項の場合の例としては，通則ガイドライン３－８－２「保

有個人データの開示」に掲げている場合以外に，次に掲げる場合が考えら

れる。 

 

ア及びイ （略） 

 

⑶ 本人から開示の請求があった保有個人データの一部のみが同項各号の

いずれかに該当する場合には，債権回収会社は，その残りの開示すべき部

分については開示を拒んではならない。 

 

⑷ 委託を受け又は他に委託して債権の管理回収を行う場合，本条の開示義

務が委託者と受託者のいずれにあるかは，委託者と受託者の契約関係にお

第８ 保有個人データの開示等に関する義務 

  以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

１ 保有個人データに関する事項の公表等（法第 27 条関係） 

債権回収会社が，法第 27 条に従い，保有個人データに関する事項を本人の知

り得る状態に置く際には，例えば，インターネットのホームページへの掲載，

パンフレットの配布，本店を始めとする営業所窓口への備付け等を継続的に

行うことが考えられる。 

 

２ 保有個人データの開示（法第 28 条関係） 

（新設） 

 

 

 

 

 

⑴ 法第 28 条第２項の場合の例としては，通則ガイドライン３－５－２「保

有個人データの開示」に掲げている場合以外に，次に掲げる場合が考えら

れる。 

 

ア及びイ （略） 

 

⑵ 本人から開示の請求があった保有個人データの一部のみが同項各号のい

ずれかに該当する場合には，債権回収会社は，その残りの開示すべき部分

については開示を拒んではならない。 

 

⑶ 委託を受け又は他に委託して債権の管理回収を行う場合，本条の開示義

務が委託者と受託者のいずれにあるかは，委託者と受託者の契約関係にお
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

いて受託者に個人データの開示又は内容の訂正等を行う権限が与えられ

ているかどうかによる。したがって，受託者が当該権限を与えられている

場合には，委託者及び受託者の双方に開示義務があり，受託者が当該権限

を与えられていない場合には，委託者のみに開示義務がある。 

 

３ 保有個人データの利用停止等（法第 35 条関係） 

債権回収会社は，サービサー法第 20 条で定める法定帳簿の内容として一定

期間保存することが義務付けられている保有個人データについて，本人から，

法第 35 条第５項により，保有個人データの消去の請求を受けた場合において

は，サービサー法第 20 条を遵守するため，これを遅滞なく消去するのではな

く，これに代わるべき措置として，法令上の保存期間の終了後に消去すること

を約束する等の代替措置を講じる必要があることに注意する。 

 

４ 理由の説明（法第 36 条関係）  

債権回収会社は，法第 36 条に従い，法第 32 条第３項（保有個人データの利

用目的の通知の求め），法第 33 条第３項（開示の請求。同条第５項において準

用する場合を含む。），法第 34 条第３項（訂正等の請求），法第 35 条第７項（利

用停止等の請求又は第三者提供の停止の請求）の規定により，本人から求めら

れ，又は請求された措置の全部又は一部について，その措置を講じない旨を通

知する場合又はその措置と異なる措置を講ずる旨を通知する場合における当

該通知は，原則として，書面によることとし，その理由を記載することとする。 

また，当該通知に際し，本人に対しその理由を説明する場合には，措置を講

じないこととし，又は異なる措置を講ずることとした判断の根拠及び根拠とな

る事実を示すこととする。 

 

５ 開示等の請求等に応じる手続（法第 37 条関係） 

債権回収会社は，法第 37 条第２項及び第３項に関し，権限のない者に開示

いて受託者に個人データの開示又は内容の訂正等を行う権限が与えられて

いるかどうかによる。したがって，受託者が当該権限を与えられている場

合には，委託者及び受託者の双方に開示義務があり，受託者が当該権限を

与えられていない場合には，委託者のみに開示義務がある。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

３ 理由の説明（法第 31 条関係）  

債権回収会社は，法第 31 条に従い、法第 27 条第３項（保有個人データの利

用目的の通知の求め），法第 28 条第３項（開示の請求），法第 29 条第３項（訂

正等の請求），法第 30 条第５項（利用停止等の請求又は第三者提供の停止の請

求）の規定により，本人から求められ，又は請求された措置の全部又は一部に

ついて，その措置を講じない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置を講

ずる旨を通知する場合における当該通知は，原則として，書面によることとし，

その理由を記載することとする。 

また，当該通知に際し，本人に対しその理由を説明する場合には，措置を講

じないこととし，又は異なる措置を講ずることとした判断の根拠及び根拠とな

る事実を示すこととする。 

 

４ 開示等の請求等に応じる手続（法第 32 条関係） 

債権回収会社は，法第 32 条第２項及び第３項に関し，権限のない者に開示す
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

することがないよう，本人又は代理人の同一性の確認については，身分を証明

するものの提示を求めるなど，十分かつ適切な確認手続を採ることとする。 

なお，施行令第 13 条第２号の代理人による「開示等の請求等」に対して，債

権回収会社が，本人にのみ直接「開示等」をすることは妨げられない。 

また，開示等の請求等の手続を円滑に行うことができるようにするため，で

きる限り開示等の請求等を受け付ける方法を合理的な範囲で定めておくこと

が望ましい。 

 

ることがないよう，本人又は代理人の同一性の確認については，身分を証明す

るものの提示を求めるなど，十分かつ適切な確認手続を採ることとする。 

なお，施行令第 11 条第２号の代理人による「開示等の請求等」に対して，債

権回収会社が，本人にのみ直接「開示等」をすることは妨げられない。 

 

第 10 苦情処理に関する義務（法第 40 条関係） 

  以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

法第 40 条第２項に定める必要な体制の整備の例としては，通則ガイドラ

イン３－９「個人情報の取扱いに関する苦情処理」に掲げているもの以外に，

苦情処理に当たる従業者への十分な教育・研修が考えられる。 

第９ 苦情処理に関する義務（法第 35 条関係） 

  以下の事項の他は通則ガイドラインの例による。 

法第 35 条第２項に定める必要な体制の整備の例としては，通則ガイドライ

ン３－６「個人情報の取扱いに関する苦情処理について」に掲げているもの

以外に，苦情処理に当たる従業者への十分な教育・研修が考えられる。 

第 11 個人情報保護に関する宣言の制定 

１ 債権回収会社は，個人情報の保護に関する法令，通則ガイドライン及び本

ガイドライン等を踏まえ，事業者の個人情報保護に関する考え方や方針に関

する宣言（いわゆるプライバシーポリシー，プライバシーステートメント等。

以下「個人情報保護宣言」という。）を策定して公表することとする。 

  個人情報保護宣言では，法第 21 条の利用目的の通知及び公表に関する事

項，第 23 条の安全管理措置の概要，第 24 条の従業者の監督方針，第 25 条

の委託先の監督方針，第 32 条の保有個人データに関する事項，第 37 条の開

示等の請求に応じる手続，第 40 条の苦情処理窓口に関する事項などを明ら

かにすることとする。 

 

２ 個人情報保護宣言には，消費者等，本人の権利利益保護の観点から，事業

活動の特性，規模及び実態に応じて，次に掲げる点に考慮した記述をできる

だけ盛り込むこととする。 

第 10 個人情報保護に関する宣言の制定 

１ 債権回収会社は，個人情報の保護に関する法令，通則ガイドライン及び本

ガイドライン等を踏まえ，事業者の個人情報保護に関する考え方や方針に関

する宣言（いわゆるプライバシーポリシー，プライバシーステートメント等。

以下「個人情報保護宣言」という。）を策定して公表することとする。 

  個人情報保護宣言では，法第 18 条の利用目的の通知及び公表に関する事

項，第 20 条の安全管理措置の概要，第 21 条の従業者の監督方針，第 22 条の

委託先の監督方針，第 27 条の保有個人データに関する事項，第 32 条の開示

等の請求に応じる手続，第 35 条の苦情処理窓口に関する事項などを明らかに

することとする。 

 

２ 個人情報保護宣言には，消費者等，本人の権利利益保護の観点から，事業

活動の特性，規模及び実態に応じて，次に掲げる点に考慮した記述をできる

だけ盛り込むこととする。 
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

⑴～⑶ （略） 

（削除） 

 

⑴～⑶ （略） 

⑷ 保有個人データについて本人から求めがあった場合には，ダイレクトメ

ールの発送停止など，自主的に利用停止等に応じること。 

（削除） 

 

 

 

 

 

第 11 法違反又は法違反のおそれが発覚した場合の対応 

以下の事項の他は個人データの漏えい等の事案が発生した場合等の対応に

ついて（平成 29 年個人情報保護委員会告示第１号。以下「個人データ漏えい

等対応告示」という。）の例による。 

 

１ 債権回収会社は，その取り扱う個人情報（委託を受けた者が取り扱うもの

を含む。）について，法違反又は法違反のおそれが発覚した場合には，個人デ

ータ漏えい等対応告示に従った措置を講ずることとするほか，例えば次に掲

げる措置を速やかに講ずることとする。 

⑴ 二次被害防止策の実施 

債権回収会社は，個人データ漏えい等対応告示２.⑶の規定により影響範

囲を特定した場合には，漏えい情報の回収等の二次被害防止策を速やかに

実施する。 

 

２ 事業所管大臣等への報告 

 債権回収会社は，法違反又は法違反のおそれが発覚した場合には，その事実

関係及び再発防止策等について，速やかに，法務大臣（法務省大臣官房司法法

制部審査監督課）に報告することとする。 

なお，債権回収会社が，認定個人情報保護団体に加入している場合には，当該

認定個人情報保護団体にも併せて報告することとする。 

３ 債権回収会社は，個人情報の取扱いに関し格別の措置を講ずる必要性があ

ることに鑑み，個人データ漏えい等対応告示３.⑵に規定する場合であって

も，２に従って，法務大臣等に報告することとする。 

第 12 ガイドラインの見直し 第 12 ガイドラインの見直し 
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（新）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン（案） 

（現行）債権管理回収業分野における個人情報保護 

に関するガイドライン 

（略） （略） 

 


